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1 調査の概要

✓ 調査対象
TSRの「製造業」に該当する事業者について、業種コード
からセンターが実施するグローバルビジネス支援事業の
対象となる事業者を抽出。 （右表）
なお、現状海外展開を行っているかは問わない。

✓ 調査方法 抽出した事業者に質問表を郵送

✓ 配布数 1,506件

✓ 回収方法 FAX、郵送、メールフォーム

✓ 集計方法 メールフォームに入力し自動集計

✓ 回収の状況 回答数 565件
（回収率37.5％）

分類コー
ド

業種
大分類名

業種コード
（上２桁）

業種名 対象

E 製造業

09 食品製造業

10 飲料・たばこ・飼料製造業

11 繊維工業

12 木材・木製品製造業（家具を除く） ●

13 家具・装備品製造業

14 パルプ・紙・紙加工品製造業

15 印刷・同関連業

16 化学工業 ●

17 石油製品・石炭製品製造業 ●

18 プラスチック製品製造業（別掲を除く） ●

19 ゴム製品製造業 ●

20 なめし革・同製品・毛皮製造業

21 窯業・土石製品製造業

22 鉄鋼業 ●

23 非鉄金属製造業 ●

24 金属製品製造業 ●

25 はん用機械器具製造業 ●

26 生産用機械器具製造業 ●

27 業務用機械器具製造業 ●

28 電子部品・デバイス・電子回路製造業 ●

29 電気機械器具製造業 ●

30 情報通信機械器具製造業 ●

31 輸送用機械器具製造業 ●

32 その他の製造業 ●
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２ 回答者の属性_企業規模

6～50人

358
51～100人

71

101～300人

62

5人以下

61

301人以上

13

回答者全体

従業員数（n=5６５) 資本金（n=5６５)

1千～5千万円

未満

330

1千万円以下

154

5千～1億円未満

67

1億～3億円未満

8

3億円以上

6

売上高（n=5６５)

1～10億円未満

3161億円未満

107

10～30億円未満

85

50～100億円未満

21

30～50億円未満

20

100億円以上

16
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2 回答者の属性_事業分野

190

85

78

53

44

31

26

21

20

19

12

5

5

4

3

3

2

78

0 50 100 150 200

21

11

3

1

1

6

0 50

卸売業

建設業

小売業

不動産業

医療・福祉

その他非製造業

金属製品

生産用機械

プラスチック製品

輸送用機械

非鉄金属

電気機械

鉄鋼

業務用機械

電子部品・デバイス

ゴム製品

化学工業

繊維

石油製品

パルプ・紙

印刷

情報通信機械

食料品・飲料

その他製造業

業種（該当するものすべてにチェック）
（n=565)

• 回答者（565社）のうち、533社が支援事業の対象となりうる製
造業に従事。（32社は事業対象外の結果）

• 以降の調査結果については、事業対象となる事業に従事する
533社の回答をベースに集計。

【参考】事業の対象とならない分野
食料品・飲料、 繊維、 パルプ・紙、 印刷、建設業、卸売業、小売業、
不動産業、医療・福祉、その他非製造業 

回答者全体

5



3 海外展開の状況

海外展開の状況（n=533)

海外展開している
114社(21.4%)

海外展開していない(※) 
419社(78.6%)
※ 現在海外展開をしておらず、過去に海外展開をしていた場合を含む。

事業者の活動内訳（n=114)

• 海外展開を行っている114社について、活動の内訳を集計。
• 海外展開を行っている事業者の7割以上が、輸出と輸入等、

2つ以上の活動を行っている。

※ 輸出・輸入に関しては、直接貿易・間接貿易を含む。

調査対象

輸出 ９３ 輸入 91

進出 52

輸入のみ
１２

輸出のみ
15

輸出＋輸入
35

輸出＋輸入＋進出
３８

輸出＋進出
5 進出のみ

3

輸入＋進出
6
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海外展開に取り組む企業

０４ 海外展開を行う理由

０５ 輸出の状況 / 輸出の見通し

06 輸入の状況 / 輸入の見通し

07 進出の状況 / 進出の見通し

０８ 海外展開における課題
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4 海外展開を行う理由

海外展開している理由（n=114）

7

4

6

6

15

20

21

26

39

45

49

0 10 20 30 40 50 60

その他

商品開発・技術研究

競合企業の海外進出

新しいビジネスへの参入

原材料・資源の確保

国内需要の減少

安価な労働力の確保

安価な部材等（労働力以外）の調達

海外市場の開拓

取引先や親会社の海外進出

海外需要の増加

【その他の理由】
• 需要があり、製品が現地市場にマッチしているため
• 人材確保のため
• ODAを含むインフラ開発のため
• 短納期（24時間稼働）
• 事業の共業（設計・ものづくり）
• 安定的な調達

調査対象

海外展開を行う
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5 輸出の状況

輸出（直接輸出・間接輸出を含む）を行っている国・地域を教えてください。（n=93)

調査対象

輸出を行う

66

42
40

35 35

28 28 28

23 22

17 17 17 16 16 15 14

11
9 9 9 9 8

32

0

10

20

30

40

50

60

70
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5 輸出の見通し

輸出における今後の方針（n＝９4)

輸出を行っている 輸出を行っていない

拡大 現状維持 縮小 拡大

37 ５3 ３ １

調査対象

海外展開を行う

新たな輸出先として関心のある国・地域（n=52)
13

12 12

11

8 8 8

7 7 7

6 6 6

5 5 5 5

4 4 4 4 4

3 3

2 2

1 1

0

2

4

6

8

10

12

14
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6 輸入の状況
調査対象

輸入を行う

輸入（直接輸入・間接輸入を含む）を行っている国・地域を教えてください。（n=91)

64

28

23
21

15 14
12

6 5 5 5 5 4 3 3 3

14

0

10

20

30

40

50

60

70
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6 輸入の見通し

輸入における今後の方針（n＝９１)

輸入を行っている 輸入を行っていない

拡大 現状維持 縮小 拡大

２２ ５7 10 ０

調査対象

海外展開を行う

新たな輸入先として関心のある国・地域（n=39)

14

10
9

8
7

4
3 3 3 3 3

2 2 2 2 2
1 1 1 1 1 1

0

2

4

6

8

10

12

14

16
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7 進出の状況
調査対象

進出をしている

現地法人を有する国・地域を教えてください。（n=52）

35

14

9 9

3 3 3 3 3 3

11

0

5

10

15

20

25

30

35

40

中国 ベトナム タイ アメリカ 台湾 香港 韓国 シンガポール マレーシア メキシコ その他
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7 進出の見通し

進出における今後の方針（n＝５5)

現地法人を有する 現地法人を有していない

拡大 現状維持 縮小 撤退 未回答 拡大

２3 23 1 4 1 3

調査対象

海外展開を行う

新たな進出先として関心のある国・地域（n=30)
13

8

5 5
4 4 4

3
2 2 2 2 2 2

1 1 1 1 1 1 1

0

2

4

6

8

10

12

14
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8 海外展開における課題
調査対象

海外展開を行っている

3

5

12

12

13

13

15

16

16

23

23

24

29

41

41

41

45

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

その他

現地法規制への対応

海外展開に必要な海外規格や認証の取得

為替リスクへの対応

サービスレベル・品質の維持・管理

ビジネスモデルや知的財産の保護

海外展開を行うための資金確保

安定した物流や産業インフラの確保

信頼できる相談先の確保

海外展開に関するノウハウが不足

海外展開するための人材確保

海外展開を行うためのパートナーの確保

治安リスク・地政学リスクへの対応

海外市場に関する情報入手

自社の製品・サービスのローカライズ

現地法人の運営（税務、労務、法務、人材確保等）

安定したサプライチェーンの確保

海外展開における課題（n=114）
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海外展開していない企業

０9 海外展開を行わない理由

１０ 海外展開の方針
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9 海外展開を行わない理由

32

17

31

47

47

48

48

49

54

56

58

61

64

88

101

128

146

152

0 20 40 60 80 100 120 140 160

その他

ビジネスモデルや知的財産の流出リスク

安定したサプライチェーンの確保が困難

サービスレベル・品質の維持・管理が困難

海外展開に必要な海外規格や認証の取得が困難

為替リスクへの対応が困難

安定した物流や産業インフラの確保が困難

治安リスク・地政学リスクへの対応が困難

海外展開を行うためのパートナーの確保が困難

現地法規制への対応が困難

信頼できる相談先の確保が困難

自社の製品・サービスが海外市場に合致しない

海外市場に関する情報入手が困難

海外展開を行うための資金確保が困難

海外展開するための人材確保が困難

海外展開に関するノウハウが不足

当面は国内市場の開拓に注力

国内市場で十分な売り上げを確保

海外展開を行っていない、または行わない理由（n＝419)

調査対象

海外展開を行っていない

【その他の理由】
• 成り立たず撤退済み / 過去に行っていた
• 取引先 / 親会社経由で海外に販売している
• 企業規模的に難しい
• そもそも考えていない 等
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10 海外展開の方針
調査対象

海外展開を行っていない

今後の海外展開の方針（n＝419)

新たに海外展開に

取り組みたい

42（１０.０％）

今後も取り組む

予定はない

377(90.0%)

11

13

30

0 5 10 15 20 25 30 35

新たに進出に取り組みたい

新たに輸入に取り組みたい

新たに輸出に取り組みたい

方針の内訳（n＝42)

16
15

14

12 12

9
8 8 8

7 7 7
6 6 6

5
4 4

3 3
2 2 2 2 2 2 2

1
0

5

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

海外展開において、関心のある国・地域（n=42)
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公的支援について

1１ 公的支援の必要性

12 公的支援に関するニーズ調査

情報収集 / 窓口相談

ビジネスマッチング / 補助金

視察 / 人材 / その他
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11 公的支援の必要性
海外展開において、公的支援を期待するか？（n＝533)

海外展開している
期待する 77

期待しない 36

海外展開していない
期待する 135

期待しない 282

未回答 3

期待する

212（39.8％）

期待しない

318（59.7％）

未回答

3（0.5％）

回答者の海外展開の状況（n=533)

調査対象

• 海外展開している事業者（113社）のうち、77社（68.1％）が海外展
開支援を期待している。

• 海外展開していない事業者（417社）については、135社（32.4％）
の事業者が海外展開支援を期待している。
また、今後新たに海外展開に取り組むつもりのない事業者も支援を
期待している結果となった。
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12公的支援に関するニーズ調査
情報収集に関する支援ニーズ（n＝187)

調査対象

11

10

14

13

27

40

43

23

25

37

55

43

46

76

0 20 40 60 80 100 120 140

地政学リスクや世界情勢に関する情報

知的財産・営業秘密の保護に関する情報

現地法人設立や運営に関する制度・手続き

輸出入手続き

現地税務・労務・法務に関する情報

現地法規制（規格・認証等）に関する情報

現地マーケット情報（商習慣・慣行）

海外展開している

海外展開していない

窓口相談に関する支援ニーズ（n＝165)

8

8

11

45

20

24

23

103

0 20 40 60 80 100 120 140 160

現地での専門家派遣

WEB活用に関しての相談窓口

現地でのサポートデスクの設置

海外展開のノウハウ全般について

気軽に相談ができる日本国内の窓口

海外展開している

海外展開していない
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12公的支援に関するニーズ調査 調査対象

ビジネスマッチングに関する支援ニーズ（n＝150)

6

13

21

42

25

31

27

76

0 20 40 60 80 100 120 140

商談支援（専門家の同席支援）

外資系企業・商社との国内での

商談機会の提供

特定の海外展示会・商談会への出展支援

（県ブースの設置、出展料助成）

現地販売先または調達先の探索・紹介

海外展開している

海外展開していない

補助金に関するニーズ（n＝134)

28

29

25

42

44

57

0 20 40 60 80 100

海外現地で必要となる規格・認証等の

取得に係る費用の支援

海外展示会・商談会の出展に係る

費用の支援

現地調査（F/S)に係る費用の支援

海外展開している

海外展開していない
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33

8

4
3

0

5

10

15

20

25

30

35

アジア 欧州 北米 中東・アフリカ

12公的支援に関するニーズ調査 調査対象

展示会出展支援を希望する地域 / 展示会(n=24)

取得に関しての支援を希望する認証・分野（n=13)

工業規格 医療機器 知財 環境規格 就労環境評価

6 3 2 1 1

※ 回答のあった国・地域及び回答があった展示会の開催地域・国を集計
（2以上の回答のあった展示会は無し）

回答数の多かった国・地域
ベトナム １０
タイ 6
インド ５
インドネシア 4

回答数の多かった国・地域
欧州 3
ドイツ 3
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12公的支援に関するニーズ調査 調査対象

現地視察に関する支援ニーズ（n＝６１)

13 48

0 10 20 30 40 50 60 70

産業視察ツアー(工業団地・

進出企業等を訪問）の開催
海外展開している

海外展開していない

視察を希望する国・地域 (n=20) ※ 回答のあった国・地域を集計

23

7

2 2

0

5

10

15

20

25

アジア 欧州 北米 中東・アフリカ

回答数の多かった国・地域
ベトナム 8
タイ 4
インドネシア 3

回答数の多かった国・地域
ドイツ 3
イタリア 2
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12公的支援に関するニーズ調査 調査対象

海外展開に関する人材確保に関する支援ニーズ（n＝102)

12

32

17

61

0 20 40 60 80 100

就職イベント等の開催

グローバル人材の紹介

海外展開している

海外展開していない

その他センターに求める支援（自由記述）

• 海外子会社の設備投資に対する補助金 /現地法人が独自で資金調達できるようなサポートを希望。
• 海外でのパートナー企業探し（日系、外資系問わず）
• 海外展開の代行機関の紹介（代金回収、販路開拓等）
• 越境ECのに関する支援サービスがあれば活用したい。
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問い合わせ先
公益財団法人岐阜県産業経済振興センター
経営支援部 取引課
TEL 058-277-1092
メール torihiki@gpc-gifu.or.jp 26
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